
 

 

平成１８年度 再評価実施事業（国庫補助事業）調書 事 業 所 管 部 局 国土交通省住宅局 

計 画 事 業 名 住宅市街地総合整備事業（川崎駅西口地区） 事 業 担 当 局 まちづくり局市街地開発部 

事 業 採 択年 度 平成４年度 認可・承認等年度
平成２年度 

変更承認 平成１７年度 

経 過 年 数 １５年 該 当 条 項 再評価実施後 ５年が経過している事業 

完 了 予 定年 度 平成１９年度 関 連 事 業 名

・川崎駅西口地区第一種市街地再開発事業 

・川崎駅西口堀川町地区地区計画 

・川崎駅西口大宮町地区地区計画 

①事業の目的 

川崎市の広域拠点としてふさわしい整備を行うため、開発が見込まれ

ている３地区（大宮町・中幸町・堀川町）を拠点開発区域とし、住宅市

街地総合整備事業により、都市型住宅の供給を行なうとともに、併せて

商業、業務、文化機能を導入し、都市機能の更新、土地の高度利用、良

質な住宅ストックの形成、住環境の整備改善を総合的に推進する。 

④事業採択時の背景及び契機 

駅前という利便性の高い土地において、都市基盤整備公団、県住宅供

給公社、市営（公営）等の公的団地が立地し、かつ、老朽化が進行して

おり、その建替と駅前に相応しい都市機能の整備更新が求められていた

ことに加え、地区内地権者の更新に向けた意欲が高まり、事業を推進す

ることになった。 

②事業内容 

・ 整備計画の区域 約36.1ha 

・ 計画戸数 2530戸 

・  

事業について別紙１及び図面参照 

 

残事業 

  平成１８年度事業 

(仮称)大宮町公園、(仮称)柳町緑地、(仮称)大宮中幸町線、川崎町

田線、幸町通線、川崎駅丸子線 

 

平成１９年度事業 

（仮称）大宮町緑地、川崎町田線整備 

⑤事業採択（着工,未着工）から基準年を経過している主な理由 

本地区は、公的住宅団地の建替や大規模な民有地の土地利用転換に併

せて、段階的に道路、駅前広場、公園などの整備を進めるものであり、

事業対象となる敷地の数も多いため、当初から１０年を超える事業期

間を設定しているが、この間、地権者合意等に時間を要した地区があ

り、また、平成１６年３月に隣接地区を事業地域に含め、整備計画区

域の拡大を行ったため、事業計画期間を平成１９年度まで延伸したも

のである。 
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③事業費規模（単位：百万円） 

（1）補助対象事業費   22,409 

 （うち 国庫補助金   9,956 ） 

（2）平成１９年度事業費   414 

 （うち 国庫補助金     172 ） 

 

⑥現状の課題 

用地交渉等で時間を要した部分があるが、計画全体としてはほぼ順調

に進んできており、その他の事業に関しては大半が終了している。 
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○事業の必要性 

川崎市の広域拠点にふさわしいまちづくりを目指して、都市機能の更新、土地の高度利用、良質な住宅ストックの形成、住環境の整備改善を総合

的に推進しているところであり、街区ごとに、順次、整備を進めているところなので、今後も引き続き事業を行う必要がある。 

 

○代替案の可能性 

川崎駅周辺地区は川崎市の広域拠点として機能強化を推進する必要があったが、西口地区は老朽住宅団地や大規模工場跡地等の低未利用地が広がっ

ており、その老朽化した狭小の公営住宅・公社住宅等の建て替えを行い、商業、業務、文化施設、都市型住宅を建設し、土地の高度利用、良質な住宅

ストックの形成、住環境の整備改善を総合的に推進する必要があったため、居住環境を改善する事業である住宅市街地総合整備事業で行うことが、最

も効果的な手法である。 

 

○費用対効果Ｂ／Ｃの説明（事業の効果）等 

 社会的総便益が総費用に対して２．５８という結果が得られている。また、公共投資の費用対効果｛B/C´（C´＝国費＋地方費）｝は４２．２３となっており、

効果が認められる。 
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①対応方針案 

 

継 続・継続（見直しの上）・中 止・休止(水道事業及び工業用水道事業のみ) 
 

②対応方針案の考え方 

当地区は、都市拠点として重要な位置づけをされており段階的に整備が行われていることから、事業目的を達成するため今後も事業を継続するこ

とが必要となる。 

 

 

 

 

 


